
被災マンションにおいて全員合意による敷地売却に取り組んだ事例

課題 成果取組

敷地売却の合意の基準
・被災者生活再建支援法による全壊認定、地
震保険での全損判定を受け、管理組合の消滅
を回避すべく、区分所有法上の大規模一部滅
失であることを合意した上で、法的拘束力はな
いが取壊し推進決議を合意。敷地売却に向け
て、自費による解体工事を決定
・取壊し・敷地売却について民法の原則に基
づく全員合意か、被災マンション法による５分
の４合意のいずれとするか未定

敷地売却反対者への対応補助
・敷地売却に反対する一部区分所有者への対応として、
買取手続きの遂行を支援

自費解体後の管理組合のあり方についての合意形成
の補助
・総会案内の作成補助や専門家意見の取りまとめ
・民法の原則に基づく全員合意による敷地売却を行い、
各区分所有者への分配金を精算

全員合意による敷地売却
・民法の原則による全員合意での敷地売
却が可能となり、被災マンションの敷地売
却の成功事例を導出

・E1：成果報告書（「被災マンションの敷地売却に向けたポイント」）
水平展開

可能な資料

抵当権の抹消についての情報収集・情報提供
・東日本大震災被災マンションにおける対応状況につ
いて情報収集し、管理組合に提供
・債権者である各金融機関に理事長が個別に訪問し、
抵当権抹消に向けた交渉を実施

【エリア】熊本県 【竣工年（築年数）】平成３年（築26年） 【階層】10階建

【総戸数】89戸 【単棟型or 団地型】単棟型

【自主管理 or 委託】委託管理（被災後に解約）

Eマンション 補助事業実施主体：大和ライフネクスト株式会社

敷地売却決議までの団体の位置づけ
・敷地共有者のままか一般社団を設立するか
という問題が残っていた

入札による敷地売却補助
・瑕疵担保責任の範囲などの法律的見解や、具体的
な手続きの補助を実施

敷地売却に向けた阻害要因への対応の必要
性
・行方不明者や敷地売却への反対者への対
応が求められていた
・すでに倒産している分譲主名義の土地が存
在
・抵当権の抹消に債権者の金融機関が協力
的でなかった

敷地売却時の基礎部分の撤去に関する情報提供
・宅地取引における商習慣や同様の取組事例の収集

敷地に接する分譲主名義の土地の名義変更
・分譲主から市への寄付手続が完了していることの証
跡を分譲主の清算人から取得

自費解体から公費解体の申請
・公費解体の解体着工までの期間の不透
明性さによるリスクを考慮し、基礎部分の
一部を含む建物の解体は自費で実施し、
公費解体相当分の費用を熊本市に申請


